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①規制を実施しない場合の将来予測（ベースライン）
（１）原発の運転期間に係る制度の創設
今般の措置を講じなかった場合、2050年カーボンニュートラルの実現に向けた脱炭素電源の利用促進や、電気の安定供給の確保が十分になされず、国民
生活に悪影響を与えるおそれがある。

（２）使用済燃料再処理機構（NuRO）への廃炉推進業務の追加と廃炉拠出金制度の創設
今般の制度措置を講じなければ、我が国における円滑かつ着実な廃炉の実施に支障を来すおそれがある。

（３）地域と共生した再生可能エネルギーの導入のための事業規律強化
今般の制度措置を講じなければ、地域と共生した形での再生可能エネルギー発電事業が十分には図られず、再生可能エネルギーの適正な導入が阻害され
るおそれがある。その結果、2050年カーボンニュートラルの実現や2030年度の再生可能エネルギー導入目標（36～38％）の実現が困難となるおそれがある。

②課題、課題発生の原因、課題解決手段の検討（新設にあっては、非規制手段との比較により規制手段を選択することの妥当性）
【課題及びその発生原因】
（１）原発の運転期間に係る制度の創設
ロシアのウクライナ侵略に起因する国際エネルギー市場の混乱や国内における電力需給ひっ迫等への対応に加え、GXが求められる中、脱炭素電源の利用
促進を図りつつ、電気の安定供給を確保するための制度整備が必要。

（２）NuROへの廃炉推進業務の追加と廃炉拠出金制度の創設
廃炉は、様々な作業様態・プロセスの集合体であり、これを円滑かつ着実に進めていくためには、あらかじめ、廃炉に係る知見・ノウハウを蓄積していくことが
重要である。しかし、我が国には、これまでに商用炉の廃炉を完了した実績がないため、こうした知見・ノウハウの蓄積が十分ではない。我が国の廃炉を円滑
に進めていくためには、廃炉に取り組む原子力発電事業者間の効果的な連携や、知見・ノウハウの共有を促進する措置を講じる必要がある。
また、電力システム改革による競争が進展し、足元では燃料費が高騰するなど、原子力発電事業者を取り巻く状況はより厳しさを増していることから、こうし
た状況においても、廃炉に要する資金を確実に確保するためには、より踏み込んだ措置を講じる必要がある。

（３）地域と共生した再生可能エネルギーの導入のための事業規律強化
2050年カーボンニュートラルに向けて再生可能エネルギーを導入していくに当たっては、地域との共生を図りながら、これを進めていくことが不可欠。このた
め、認定事業者の義務の明確化や、周辺地域への事業内容の説明等を認定事業者がFIT申請前に行うことが重要である。
また、認定事業者が認定計画に違反した場合、改善命令や認定取消しといった処分が発動されるまでには一定の時間を要するが、現行制度においては、そ
の間もFIT制度等に基づく支援が継続される。このため、違反状態が早期に解消されづらいといった課題がある。
さらに、今般、電気事業法においては、安定供給確保のために特に重要な送電線の整備計画の認定制度を設け、再エネ特措法では当該認定を受けた事業
者に対する工事着工段階からの交付金の交付制度を創設するところ、電気事業法における当該認定が取り消された場合、交付された交付金は、適正な国民
負担を実現する観点から返還されるべきである。

【規制の内容】
（１）原発の運転期間に係る制度の創設
原子力発電事業者が、その発電事業の用に供するため、原発を運転することができる期間は40年とした上で、これを超えて運転する場合には、電気の安定
供給やGXへの貢献等を要件として、経済産業大臣の認可を受けなければならないこととする。

（２）NuROへの廃炉推進業務の追加と廃炉拠出金制度の創設
NuROの業務に、①全国の廃炉の総合的な調整、②廃炉に関する研究開発や設備調達等の実施、③廃炉に要する資金の確保と支弁などの、我が国の廃炉
の円滑かつ着実な実施を促進するための業務を追加した上で、NuROが行うこれらの業務に要する費用に充てるため、原子力発電事業者に対して、廃炉拠出
金の納付を義務付ける。

（３）地域と共生した再生可能エネルギーの導入のための事業規律強化
事業規模や設置形態等に応じて再生可能エネルギー発電事業の内容を事前周知することをFIT/FIPの認定基準に加えるとともに、認定事業者に委託先に
対する監督義務を課す。
また、認定事業者が認定基準や上記の監督義務に違反した場合は、FIT/FIPの国民負担による支援相当額を積み立てることを義務付けることにより、支援
を一時留保する措置を創設する。併せて、認定取消しに至った場合には、支援相当額の返還を求める措置を創設する。なお、違反状態の改善を促すため、認
定取消しに至るまでに当該違反が解消された場合には、当該積立金を取り戻すことができることとする。
さらに、電気事業法に基づく重要な送電線に係る整備計画の認定が取り消されたときは、その事業者に対して、交付された工事着工段階からの交付金の返
還を求める措置を導入する。

【規制以外の政策手段の内容】
（１）原発の運転期間に係る制度の創設
本制度が検討された審議会においては、運転期間に上限を設けないこととする案も提示された。しかしながら、運転期間に上限を設けないこととした場合に
は、立地地域等の声に十分に対応することができない等の懸念があるため、引き続き、運転期間に上限を設ける仕組みが適当との結論に至った。

（２）NuROへの廃炉推進業務の追加と廃炉拠出金制度の創設
引き続き、現行の枠組みの下で、原子力発電事業者が会計上の引当てによって廃炉に必要な費用を確保しながら、廃炉を進めていくことが考えられるが、
廃炉を含めたバックエンドについては、国としてプロセスを加速化していく必要があることに加え、原子力発電事業者の経営状況が厳しい中でも今後本格化す
る廃炉に要する資金を確実に確保する必要があるため、他の政策手段による実現は難しい。

（３）地域と共生した再生可能エネルギーの導入のための事業規律強化
引き続き、現行の仕組みにおいて認定事業者に対する規律を確保することや、新たに政府がガイドラインを策定し、事業者に対する努力義務により行動変
容を促すことが考えられるが、これまでもガイドラインの累次の改正により対応を行ってきており、十分な効果が見込めない状況。また、既に資源エネルギー庁
HPの情報提供フォームには、自治体や住民の方々から懸念の声が数多く寄せられているなど、地域の懸念が顕在化している。このため、新たな手段により規
律を強化する必要があり、他の政策手段による実現は難しい。

規制の目的、内容及び必要性

規制の事前評価書（要旨）

法律又は政令の名称

規制の名称

規制の区分

評価実施時期

資源エネルギー庁長官官房総務課、省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー課、電力・ガス事業部電力基盤整備課、原子力政策課、原子力立地・核燃
料サイクル産業課

脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律案

脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための制度整備

 

新設、改正（拡充、緩和）、廃止 



（遵守費用）

（行政費用）

その他の関連事項 ⑪評価の活用状況等の明記
（１）～（３）いずれも、資源エネルギー庁の関係審議会において議論を実施したところ。
＜原子力小委員会＞
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/genshiryoku/index.html
＜廃炉等円滑化ワーキンググループ＞
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/genshiryoku/hairo_wg/index.html
＜再生可能エネルギー長期電源化・地域共生ワーキンググループ＞
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/kyosei_wg/index.html
＜再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会＞
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/index.html
＜電力・ガス基本政策小委員会＞
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/index.html

副次的な影響及び
波及的な影響の把握

⑧当該規制による負の影響も含めた「副次的な影響及び波及的な影響」を把握することが必要
特になし。

費用と効果（便益）の関係 ⑨明らかとなった費用と効果（便益）の関係を分析し 効果（便益）が費用を正当化できるか検証
（１）原発の運転期間に係る制度の創設
今回の制度措置に伴う遵守費用及び行政費用は限定的である一方で、既設原発を活用することにより、脱炭素電源の利用促進を図りつつ、電気の安定供
給を確保することが可能となる。

（２）NuROへの廃炉推進業務の追加と廃炉拠出金制度の創設
今回の制度措置に伴う遵守費用及び行政費用は限定的である一方で、NuROに廃炉推進業務を追加することに伴う廃炉に係る知見・ノウハウの集約及び廃
炉費用の確実な確保により、我が国全体の廃炉の円滑かつ着実な実施を図ることが可能となる。

（３）地域と共生した再生可能エネルギーの導入のための事業規律強化
今回の制度措置に伴う遵守費用及び行政費用は限定的である一方で、事業規律の強化によって、国民負担の適正化と地域共生を図りながら、脱炭素電源
として重要な再生可能エネルギーの導入拡大が可能となる。

代替案との比較 ⑩代替案は規制のオプション比較であり、各規制案を費用・効果（便益）の観点から比較考量し、採用案の妥当性を説明
（１）原発の運転期間に係る制度の創設
代替案として、運転期間に上限を設けないこととした場合、東京電力福島第一原子力発電所事故以降の政策との連続性の確保や、立地地域等からの声に
十分対応することができないおそれがある等の理由から、今般の措置が適当との結論に至ったものであり、こうした代替案は課題解決の方策として妥当では
ない。

（２）NuROへの廃炉推進業務の追加と廃炉拠出金制度の創設
代替案としては、原子力発電事業者が廃炉に必要な資金を積み立てるための資金管理主体を設け、原子力発電事業者が当該資金管理主体に廃炉に必要
な資金を積み立てることを義務付ける積立金制度が考えられる。この場合、仮に、原子力発電事業者が倒産する等の事態が発生した場合には、当該事業者
の積立資金が債権回収の対象となり、原子力発電所の廃炉費用を確保できなくなるおそれがあるため、代替案は課題解決の方策として妥当ではない。

（３）地域と共生した再生可能エネルギーの導入のための事業規律強化
代替案として、再生可能エネルギー発電事業計画の認定基準として、事業規模や設置形態によらず、周辺地域への事前の説明会開催を一律に求めること
や、再生可能エネルギー発電事業が認定計画に違反している場合には再生可能エネルギー電気の買取りを行わないことも考えられる。しかし、再エネ特措法
は再生可能エネルギー電気の供給を促進することを目的としているところ、周辺地域や周辺環境へ影響を及ぼす可能性が低い事業については柔軟な手続と
することが適切であり、また、買取りの停止では、違反を早期に改善するインセンティブを十分に与えられず、違反状態が放置される可能性があるため、再エ
ネ特措法の目的達成のためには、代替案は課題解決の方策として妥当ではない。

④規制緩和の場合、モニタリングの必要性など、「行政費用」の増加の可能性に留意
規制緩和ではないため、該当しない。

直接的な効果（便益）の把握 便益の要素
⑤効果の項目の把握と主要な項目の定量化は可能な限り必要
（１）原発の運転期間に係る制度の創設
2050年カーボンニュートラル実現に向けて脱炭素電源の利用促進を図りつつ、電気の安定供給を確保することに貢献することが見込まれる。

（２）NuROへの廃炉推進業務の追加と廃炉拠出金制度の創設
NuROの業務に、①全国の廃炉の総合的な調整、②廃炉に関する研究開発や設備調達等の実施、③廃炉に要する資金の確保と支弁などの廃炉推進業務
を追加し、当該業務に必要な資金を廃炉拠出金として原子力発電事業者からNuROに納付させることで、我が国全体の廃炉の円滑かつ着実な実施を実現す
る。

（３）地域と共生した再生可能エネルギーの導入のための事業規律強化
事業規律の強化や系統整備を促進するための環境整備により、マスタープランを踏まえた系統の整備が進むとともに、地域と共生した再生可能エネルギー
の導入が拡大し、2030年度の電源構成に占める再生可能エネルギー比率36～38％の達成に寄与する。

⑥可能であれば便益（金銭価値化）を把握
（１）原発の運転期間に係る制度の創設
今回の措置により、例えば、発電事業における非化石エネルギー源の利用促進を通じたカーボンニュートラル実現への貢献、我が国産業の国際競争力の強
化、電気の安定供給の確保が便益として考えられるが、これらの効果を定量的に算出することは困難である。

（２）NuROへの廃炉推進業務の追加と廃炉拠出金制度の創設
今後、NuROの下で、原子力発電事業者の廃炉に関する共通課題に対応していくため、これによる廃炉のコストの低減効果が考えられるが、こうした効果は、
今後の廃炉の進捗状況や物価動向等にも左右されることから、定量的に算出することは困難である。

（３）地域と共生した再生可能エネルギーの導入のための事業規律強化
例えば、国民負担による支援相当額の積立命令や返還命令などの措置により、違反の未然防止や国民負担の抑制につながることが考えられるが、返還金等
は個別事案によって異なるため、これらの効果を定量的に算出することは困難である。

⑦規制緩和の場合は、それにより削減される遵守費用額を便益として推計
規制緩和ではないため、該当しない。

③「遵守費用」は金銭価値化（少なくとも定量化は必須）
直接的な費用の把握 費用の要素

（１）原発の運転期間に係る制度の創設
【遵守費用】
運転期間に係る認可を取得するに当たっては、申請書類の作成等に要する費用が発生することが想定されるが、その定量的な評価は困難であり、かつ、過
大な負担を強いるものではない。
【行政費用】
国においては、経済産業大臣が認可するか否かの判断を行うに当たっての事務処理費用が想定されるが、こうした業務は頻繁に生じるものではないため、
追加負担は小さく、かつ、定量的な推計は困難である。

（２）NuROへの廃炉推進業務の追加と廃炉拠出金制度の創設
【遵守費用】
今回の制度措置により、廃炉に要する資金は、今後NuROの下で確保されていくこととなるが、現行の制度下においても、原子力発電事業者によって会計上
の引当てがなされているため、今回の制度改正自体が、原子力発電事業者の負担を増加させることはない。
【行政費用】
国においては、NuROが決める廃炉拠出金年度総額や拠出金率、廃炉推進業務中期計画について、経済産業大臣が認可するか否かの判断を行うに当たっ
ての事務処理費用が想定されるが、こうした業務は頻繁に生じるものではないため、追加負担は小さく、かつ、定量的な推計は困難である。

（３）地域と共生した再生可能エネルギーの導入のための事業規律強化
【遵守費用】
認定事業者の認定計画遵守や地域とのコミュニケーションは現行の制度下においても事業実施において必要なものであり、現行制度と比較して大きな負担
を強いるものではない。
積立命令や返還命令は、違反事業者に対しての措置であるため、その影響は限定的であり、かつ、定量的な推計は困難である。
【行政費用】
違反事業者に係る積立金の管理や、返還金の徴収は広域的運営推進機関が担うため、その事務に係る費用が行政費用として発生するが、その影響は限
定的であり、かつ、定量的な推計は困難である。



備考 特になし。

事後評価の実施時期等 ⑫事後評価の実施時期の明記
本規制については、施行後５年程度において事後評価を実施する。ただし、（３）地域と共生した再生可能エネルギーの導入のための事業規律強化について
は、施行後３年程度において事後評価を実施する。

⑬事後評価の際 費用 効果（便益）及び間接的な影響を把握するための指標等をあらかじめ明確にする
（１）原発の運転期間に係る制度の創設
原子力発電に係る地域理解や安全性向上に係る取組、次世代革新炉の開発・建設の進展や、国際的な基準の確立、安定供給に係る社会的な情勢の変化
等を継続的に確認しつつ、本制度による効果について把握する。

（２）NuROへの廃炉推進業務の追加と廃炉拠出金制度の創設
原子力発電事業者及びNuROからのヒアリング等を通じて、廃炉の実施状況等を把握する。

（３）地域と共生した再生可能エネルギーの導入のための事業規律強化
再エネ特措法に基づく再生可能エネルギー導入量やマスタープランを踏まえた系統整備状況等を確認しつつ、本制度による効果について把握する。


